
◎　施策の基本情報

◎　前年度の評価の振り返り

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２　成果指標

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ３ ０ 年 度 実 績 評 価 ） 
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政策№ 3-1 政策名 子育て環境の充実
政策の

目指す姿
子育てに喜びを感じ、安心して、健
やかな成長を育んでいます

施策
主管課

こども課
施策主管
課長名 今井　岳彦

施策№ 1 施策名 子育て支援の充実
施策の

目指す姿
安心して子育てしています 関係課名 地域福祉課、健康づくり課、国保医療課、学務管理課

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２６

現状と課題

・生活の多様化により、子育てにおける不安や悩みに関する相談が増加しています。
・こども発達相談センターが老朽化しています。
・子育て支援サービスを実施するための人員が不足しています。
・保護者の就労活動等による保育所の入所希望に応えられずに待機児童が発生しています。
・資金や人的体制等運営基盤の弱い学童クラブがあります。
・虐待により子供の生命が脅かされること等が重大な社会問題となっており、本市においても児童虐待による関係機関への
送致等が増加しています。

（前年度評価時の今後の方向性）
・待機児童の解消のためには、保育所定員を増やすための施設整備と保育を実施するための保育士を確保しなければならない。施設整備に
ついては、法人の施設整備への支援を基本としつつ、必要であれば市としての施設整備を行う。保育士確保については、潜在保育士を掘り
起こしつつ、保育士を目指す学生に直接働きかけ、市内保育所への就職を促す。
・育児相談や地域子育て支援情報ネットワーク研修会について、広報やホームページで周知を図る。相談体制を維持するため、保健師等の
専門職員の確保に努める。
・利用者の多い地域での預かり会員を増やすため、関係団体に支援を依頼するほか直接声掛けを行う。

（反映状況）
・保育所等施設整備については、４法人に施設整備への補助を実施し、１４０人分の定員を確保した。保育士確保については、新たに家賃補
助、学生支援機構等の奨学金返済への補助、また県内保育士養成学校４校の学生を対象とした市内保育施設の見学・体験ツアーを実施し
た。
・育児相談や地域子育てネットワーク研修会について、広報やホームページで周知を図った。
・預かり会員を増やすため、広報やFMワンで周知した。また、預かり会員の方やアドバイザーが声掛けを行った。

 (1)子育て支援体制の強化
○保育施設等の利用に関する総合相談体制の充実
 ・子ども・子育て支援新制度事業計画（イーハトーブ子育て応援プラン）を推進
 ・保健師・看護師・助産師等による相談支援を実施
 ○障がい児等に対する相談支援の充実
 ・乳幼児の発達障がいを早期に発見し、発達を促すための総合的な指導・援助を行っ
た。
○子育て家庭等の経済的負担の軽減
 ・認可外保育施設入所児童に対し、健康診断費用を助成
 ・ひとり親家庭及び小学生、中学生、高校生、の児童を持つ保護者に対し、医療費を助成
 ・第3子以降児童の保育料補助を実施
(2)保育サービスの充実
○人材確保による多様な保育ニーズに対応した保育サービスの充実
 ・延長保育、一時預かり保育、病後児保育など多様な保育ニーズに対応する保育サービ
スを提供
○小規模保育施設の設置や従事者の養成等による待機児童の解消
 ・新たな受け入れを可能とする保育サービスを確保（保育所１か所、保育所分園１か所、
小規模保育事業所 1か所　幼保連携型認定こども園 1か所）

(3)地域における子育て支援の推進
○地域全体で子育てを支援する意識の啓発
 ・親子あそび広場、季節イベント、子育てミニ講座、食育講座を実施
○地域における子育て支援活動を推進
 ・拠点施設の設置による子育て中親子の交流促進、子育て相談、講習会、情報提供を
実施
○保育所、幼稚園を活用した地域教育力向上の支援
 ・公立保育園・幼稚園園舎、園庭を就学前児童親子に開放
○学童クラブの安定的な運営支援
 ・児童送迎への燃料費支援、小規模学童に対する補助、障がい児支援職員配置への補
助等を実施
○学童クラブの施設整備
 ・太田学童クラブの屋根修繕、石鳥谷学童クラブの駐車場整備工事
○子育てサークル、子育てボランティアの育成支援
・子育てサークル支援、子育てボランティア交流などの実施
(4)児童虐待防止対策の充実
○専門職員の配置による関係機関の連携強化や相談体制の充実
 ・関係機関の連携のため、要保護児童地域対策協議会を設置し見守り体制を推進
 ・婦人相談員、家庭相談員による相談支援を充実
○児童養護施設整備への支援
・児童養護施設整備への補助

86.0 88.0 90.0 90.0 90.0 90.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

子育て支援サービス
（延長保育、一時預か
り、体調不良児保育）
を実施可能な施設の
割合

多様化する保護者の保育
ニーズに対応する保育施設
が充実するよう、子育て支援
サービス実施可能な施設の
状況を示す指標

出典：こども課
算定方法：市が実施する
各種保育サービス（延長
保育、一時預かり保育、体
調不良児保育）を実施可
能な保育所の割合

％

目標値 57.8 58.8 59.8 60.0

実績値 79.9 83.2 83.5 84.4 89.0

市の子育て相談体制
に満足している保護者
の割合

子育てに関する保護者
の不安等を解消する環
境となるよう、その相談体
制の充実度に対する保
護者意識を示す指標

出典：花巻市3歳児検診ア
ンケート
問：花巻市の子育て相談
体制についてお伺いしま
す。花巻市の子育てに関
する相談体制は十分だと
思いますか。

％

目標値

60.0 60.0

実績値 56.9 56.9 59.8 61.5 63.6

88

29 0 27 8 0

実績値 29 58 60 93

保育所の待機児童数

保護者が仕事と家庭の
両立に資する子育て
サービスの充実状況を示
す指標

出典：こども課
3月入所調整後の3月1
日現在の待機児童数 人

目標値 31
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３　成果指標の達成状況

４　施策を構成する事務事業一覧

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ｃ

■成果指標「市の子育て相談体制に満足している保護者の割合」…【達成度ｂ】
　保護者の割合は着実に上昇しており、相談体制に関する情報が浸透しつつあると考えられる。
■成果指標「子育て支援サービス（延長保育、一時預かり、体調不良時保育）を実施可能な施設の割合」…【達成度b】
　小規模保育事業所で、新たに子育て支援サービスを開始したことから、目標が達成された。
■成果指標「保育所の待機児童数」…【達成度ｃ】
　低年齢児の待機児童が多く、特に保育年齢０歳児が多い。産休明けもしくは育児休暇１年以下で保育所を申し込む保護
者が多いことから、人手不足による育児休暇の取得が難しいものと考えられる。施設整備は進んでいるものの、保育士確保
が追い付かず待機児童が発生している。

１

子育て家庭支援給付事業 地域福祉課 間接・
少数

直結
B

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（活動実績）
対象 意図

成果
直結度

母子家庭の母、父子家庭の父に教育訓練講座、高等職業訓練等に要した経費の一部を給付金として支給する。
（制度を利用した母子又は父子家庭の数　７世帯） B

３

中学生医療費助成事業 国保医療課 間接・
少数

直結
-

小学生の児童を持つ保護者に対して医療費を助成する。
（受給者数　2,681人） B

２

小学生医療費助成事業 国保医療課 間接・
少数

直結
-

中学生の児童を持つ保護者に対して医療費を助成する。
（受給者数　1,188人） B

５

ひとり親家庭医療費助成事業 国保医療課 間接・
少数

直結
-

他の医療費助成の対象となっていない中軽度の障がい児に対して医療費を助成する。
（受給者数　79人） B

４

心身障がい児医療費助成事業 国保医療課 間接・
少数

直結
-

配偶者のない者で18歳までの児童を扶養している者、その扶養を受けている児童、父母のない児童に対して、医療費
を助成する。（受給者数　1,990人） B

発達障がい児の発達促進のための相談指導を行う。
（発達相談実施回数 12回、親子教室実施回数 501回、巡回訪問回数 36回） B

発達支援事業 こども課 間接・
少数

直結
-

７

放課後児童支援事業 こども課 間接・
少数

直結
B学童クラブに委託し、放課後児童の居場所づくりを実施。学豪クラブのない学区については放課後子供教室を開設。

（学童クラブ利用児童数 1,068人、放課後子供教室設置箇所数 2箇所） B

６

8-2

子育て推進事業 こども課
一致

間接・
補完 -

子育てガイドブックの作成・配布により子育て情報の提供
B

8-1

子育て推進事業 こども課 間接・
少数

間接・
補完 -

子ども・子育て支援会議による子ども・子育て支援事業計画の進行管理（子ども・子育て会議開催回数 2回）
C

９

子育て支援家庭訪問事業 健康づくり課 間接・
少数

直結
B4か月児までの乳児がいる家庭を全戸訪問し、子育て相談、情報提供などを行う。

（乳幼児家庭訪問数　H29　602人→H30　572人　養育支援家庭訪問数　H29　94人→H30  121人） B

8-3

子育て推進事業 こども課 間接・
少数

間接・
補完 -

小規模保育事業等に従事する子育て支援員を養成するため、委託により研修を実施
C

11

保育委託事業 こども課 間接・
少数

直結
-市内・外の認可保育所に委託して保育を実施する。

（市内私立保育園数 29園） B

10

第３子以降保育料負担軽減事業 こども課 間接・
少数

間接・
補完 -小学生以下の最年長者を第1子として、の第3子以降の保育料負担を軽減する。

（対象児童数 377人） C

12

保育施設運営支援事業 こども課 間接・
少数

直結
C市内の私立保育園の運営費に対して補助を行う。

（市内私立保育園数 29園、私学助成又は対象外児童を受け入れている施設数 7箇所） B

13

保育施設環境整備事業 こども課 間接・
少数

直結
-市内保育園の施設整備にかかる経費に対して補助を行う。

（施設整備補助箇所数 4箇所） B
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５　施策を構成する事務事業の検証

直結度

14

保育サービス向上支援事業 こども課 間接・
少数

直結
B子育て支援センターの委託、一時預かり、延長保育、病児保育事業等に対する補助を行う。

（サービスを実施してい私立保育園数 24園） B

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（活動実績）
対象 意図

成果

16

児童養育事業 地域福祉課 間接・
少数

直結

B家庭において一時的に養育が困難となった児童及び住居等がなく十分な児童の監護ができない保護者とその児童に
ついて施設等において養育、保護、自立支援を行う。
（利用延べ児童数　７人）（母子施設利用世帯数　１世帯）

B

15

児童手当・児童扶養手当支給事業 地域福祉課 間接・
少数

直結

B

【児童手当】中学校終了前の児童を養育している者に手当を支給する。
（支給対象児童数（年度平均）10,133人）
【児童扶養手当】ひとり親家庭で18歳に達した日の属する年度末までの児童を養育している者に、所得に応じて手当
を支給する。
（受給者数（年度平均）　841人）

B

18

はなまきファミリーサポートセンター事業 こども課 間接・
少数

直結
B有償ボランティアによる児童の預かり、送迎などを行う。

（ファミリーサポート利用件数 2,025件） B

17

地域子育て支援センター事業 こども課 間接・
少数

直結
A地域子育て支援センターで育児相談、乳幼児と保護者が集う広場の開設、利用者が交流する行事を実施する。　支

援センター利用者数 17,823人 B

20

保育力充実事業 こども課 間接・
少数

直結
C保育士等就職準備金の貸付、保育士等の子どもの保育料補助、一時預かりの保育料補助を行う。

（保育士等就学準備金貸付者数 2人、一時預かり保育誘導者数　 8人） B

19

家庭児童相談事業 地域福祉課 間接・
少数

直結
B児童虐待等児童の養育相談、訪問調査、指導援助等を行う。

（相談受理児童数　267人） B

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
・

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・保育施設運営支援事業
・保育力充実事業
・就学援助事業

（新たに取り組むべき事業はないか）
・

23

就学援助事業費 学務管理課
一致 直結

C

【要保護及び準要保護児童生徒就学援助費】経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し、学用品費、修
学旅行費、学校給食費等を支給する。（認定者数457人、金額　41,904千円）
【被災児童生徒就学援助費】東日本大震災で被災し、経済的理由により就学に支障があると認められる児童生徒の保
護者に対し、学用品費、修学旅行費、学校給食費等を支給する。（認定者数１１人、金額　1,115千円）
【特別支援教育就学奨励費】特別支援学級へ就学する児童生徒の経済的負担を軽減するため、学用品費等を支給
する。（認定者数138人、金額　4,682千円）

A

22

高校生等医療費助成事業 国保医療課 間接・
少数

直結
-高校生等の児童を持つ保護者に対して医療費を助成する。

（受給者数　1,077人） B

21

児童養護施設整備支援事業 地域福祉課 間接・
少数

直結

B現行施設の老朽化や小舎制への移行に伴う児童養護施設の移転整備のため、施設建設に要する経費に対し支援を
行う。（平成30年度のみ、補助対象法人・施設：社会福祉法人青松会　児童養護施設清光学園））
(施設建設補助金額　35,000千円）

B
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６　施策の総合的な評価
（課題）
・待機児童数は幾分減少したものの、依然として９０人近い待機児童が発生している。
・準要保護世帯の認定は、生活保護基準を参考に認定している。生活保護基準は５年ごとに改正され、現在は平成25年７月現在の生活保護
基準を参考にしているが、平成30年１０月に生活保護基準が改正されたことから、改正された基準に置き換えた場合の影響を見極める必要が
ある。

（今後の方向性）
・施設整備は進んでいることから、保育士確保にさらに取り組む必要がある。
・平成30年10月に行われたの生活保護基準の改正に伴う影響を見極め、必要な改正を行う。
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